
下水道使用料の改定について

令和８年７月/滝沢市上下水道部経営課作成

タッキー

サワー

■本資料は、令和７年１２月に上下水道部で行った下水道事業の収益的収支に関するシミュレーション結果を元に作成
しています。
■令和６年度（２０２４年度）までの値は実績値を、また、令和７年度（２０２５年度）以降の値はシミュレーション
による推計値を記載しています。
■四捨五入による数値表記を行っているため、加算又は減算している数値の一部に端数が一致しない項目があります。
■本資料内の数値は、下水道（汚水）に係る数値のみを使用しており、下水道（雨水）に係る数値はあらかじめ除外し
て算出しています。また、特段の記載がない場合は、税抜き金額で表示しています。

（シミュレーション条件は次のとおり）

項目 計上内容

人口見通し 令和６年度末住民基本台帳人口を元に国立社会保障・人口問題研究所試算モデルに準拠し算定

今後の収入の見込み（経常収益）

使用料収入
人口見通しを元に、基本使用料にあっては用途ごとの有収水量推計と合わせて調定件数を推計し、従量使用料
にあっては、人口見通しを元に処理区域内人口及び水洗化人口を推計の上、水洗化人口一人当たりの有収水量
及び総有収水量を推計し算定

他会計補助金 今後見込まれる企業債の元利償還金等を元に総務省が定めるの繰出金基準を元に算定

長期前受金戻入 取得済みの資産と今後取得予定の資産の減価償却に応じて算定

今後必要となる経費の見込み（経常費用）

職員給与費 職員構成に大幅な増減はないと見込み過去５年間の決算値に基づく職員平均単価及び職員数により算定

動力費・修繕費・
委託料

過去５年間の決算値に基づく平均値を基に物価上昇分を見込み算定

材料費 年度による大幅な増減はないと見込み、過去５年間の決算値に基づく平均値を算定

流域下水道維持
管理負担金

Ｒ７～Ｒ９は覚書による確定値、Ｒ１０以降は岩手県県土整備部下水環境課資料に基づき、今後の都南処理区
の負担金の見通し額から、本市の過去５年間水量比により算定

減価償却費 取得済みの資産と今後取得予定の資産の減価償却費を算定

資産減耗費・その他 年度による大幅な増減はないと見込み、過去の実績に基づく平均値を算定

支払利息 借入済みの企業債及び新規に借入する企業債の利子分を算定
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２ 本市の公共下水道事業の現況

本市の公共下水道事業は、昭和４０年代の急激な人口増
加による都市化に対応するため、昭和５３年に事業着手し、
昭和５８年に供用を開始しました。

本市におけ
る下水道事
業

整備面積：約８０６．４ha
管渠延長：約２３４．２㎞
（令和７年度末時点）

滝沢市の下水の処理は、流域下水道「都
南浄化センター」で行われています。
流域下水道は、岩手県が実施主体であり、

複数の市町の下水を処理しています。
処理に必要な維持管理負担金は排出量に

応じて構成自治体が負担しています。

下水処理に
ついて

公共下水道事業は、地方公営企業法に基
づき自治体が経営する企業として経営成績
や財務状態を明らかにする必要があるため、
会計制度は企業会計方式を採っています。
事業に必要な経費は経営に伴う収入を

もって充てる「独立採算制」が原則となっ
ています。

公共下水道
事業の経営
について
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３ 今後の収入の見込み（経常収益）

R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16

営業収益 514,333 516,481 514,940 513,247 511,435 509,530 507,547 504,611 501,618 498,576 495,491

使用料収入 513,514 516,481 514,940 513,247 511,435 509,530 507,547 504,611 501,618 498,576 495,491

その他 819 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

営業外収益 492,756 460,733 457,602 460,486 460,805 463,621 461,512 460,366 456,394 445,686 422,928

他会計補助金 228,143 208,666 203,103 203,712 201,947 202,008 198,216 194,238 187,117 174,160 173,056

長期前受金戻入 256,135 252,067 254,499 256,774 258,858 261,613 263,296 266,128 269,277 271,526 249,872

その他 8,478 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

経常収益合計 1,007,089 977,214 972,542 973,733 972,240 973,150 969,058 964,976 958,011 944,261 918,419

経常収益の見込み（令和６年度実績・令和７年度以降はシミュレーション値）

人口減少に伴い、
使用料収入は、今後
減少する見込みです。
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（単位：千円）
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図：下水道使用料収入と公共下水道処理区域内人口

（単位：人）
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４ 今後必要となる経費の見込み（経常費用）

R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16

営業費用 824,290 887,136 882,176 898,747 900,825 908,738 915,502 920,793 930,110 936,345 914,549

職員人件費 16,122 23,979 23,979 23,979 23,979 23,979 23,979 23,979 23,979 23,979 23,979

流域下水道
維持管理
負担金

203,529 247,265 236,781 246,130 241,499 241,710 242,237 239,908 240,737 244,183 244,647

減価償却費 506,987 509,214 513,957 520,380 526,273 533,143 538,530 545,282 552,884 554,770 531,588

その他経費 97,652 106,678 107,459 108,258 109,074 109,906 110,756 111,624 112,510 113,413 114,335

営業外費用 59,568 55,354 55,489 57,645 58,827 60,299 62,250 65,116 67,818 70,765 73,956

経常費用 883,858 942,490 937,665 956,392 959,652 969,037 977,752 985,909 997,928 1,007,110 988,505

経常費用の見込み（令和６年度実績・令和７年度以降はシミュレーション値）
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特にも「流域下水道維持管理負担金」が
近年著しく増加しています。
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図：経常費用（営業費用＋営業外費用）の推移

経常費用は、今後も
増加する見込みです。

図：流域下水道維持管理負担金の推移

滝沢市のほか、盛岡市、雫石町、矢巾町の公共下水道からの下
水を処理している都南浄化センターは、昭和５５年から稼働して
います。
今後も、施設の老朽化による修繕・更新費用のほか、電気料金

等の燃料費、薬品等の高騰などの影響に伴う維持管理負担金の増
額が見込まれ、本市の下水道事業の経営にも多大な影響を及ぼす
ことが予測されます。
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５ 今後の収支の見込み（経常損益）

R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16

経常収益 1,007,089 977,214 972,542 973,733 972,240 973,150 969,058 964,976 958,011 944,261 918,419

営業収益 514,333 516,481 514,940 513,247 511,435 509,530 507,547 504,611 501,618 498,576 495,491

営業外収益 492,756 460,733 457,602 460,486 460,805 463,621 461,512 460,366 456,394 445,686 422,928

経常費用 883,858 942,490 937,665 956,392 959,652 969,037 977,752 985,909 997,928 1,007,110 988,505

営業費用 824,290 887,136 882,176 898,747 900,825 908,738 915,502 920,793 930,110 936,345 914,549

営業外費用 59,568 55,354 55,489 57,645 58,827 60,299 62,250 65,116 67,818 70,765 73,956

経常損益 123,231 34,724 34,877 17,341 12,588 4,114 -8,693 -20,932 -39,916 -62,848 -70,086

経常収支の見込み（令和６年度実績・令和７年度以降はシミュレーション値）
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現状のままでは、
令和１２年度に
経常収支は赤字に
転落する見込みです。

図：経常損益（経常収益－経常費用）の推移
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６ 費用の回収状況

R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16

下水道使用料収入 513,514 516,481 514,940 513,247 511,435 509,530 507,547 504,611 501,618 498,576 495,491

使用料対象経費 551,591 632,758 630,958 646,979 650,125 656,812 667,616 677,085 693,316 713,156 695,641

使用料と使用料対
象経費の差

-38,077 -116,277 -116,018 -133,732 -138,690 -147,282 -160,069 -172,474 -191,698 -214,580 -200,150

使用料対象経費に
対する使用料収入
割合

93.1% 81.6% 81.6% 79.3% 78.7% 77.6% 76.0% 74.5% 72.4% 69.9% 71.2%

経費の回収状況について（令和６年度実績・令和７年度以降はシミュレーション値）

93.1%

81.6% 81.6%
79.3% 78.7% 77.6% 76.0% 74.5%

72.4%
69.9% 71.2%
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（１）使用料対象経費に対する使用料収入の割合

独立採算で運営することが原則とされている下水道事業について、経常費用のうち、使用料の対象とするべき費用のみを抽出し、
使用料収入と比べた場合、令和６年度時点において、使用料対象経費の全ては賄えていません。
さらに、今後も使用料対象経費に対する使用料収入の割合は、減少する見込みとなっています。
仮に、今回の使用料見直しの対象期間としている令和９年度から令和１２年度の４年間の使用料対象経費の全てを使用料で賄うた

めの使用料改定を行う場合は、大幅な改定（平均改定率２８．４％増）が必要となります。

計算例：令和９年度から令和１２年度まで
使用料収入：2,041,759千円／使用料対象経費：2,621,532千円
全て使用料収入で賄うためには28.4％増となる使用料改定が必要

（単位：千円）

図：使用料対象経費に対する使用料収入割合

図：下水道使用料収入と使用料対象経費の比較

（単位：千円）
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７ 施設の老朽化の現状
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※有形固定資産減価償却率…保有する有形固定資産がどの程度老朽化しているかを示す指標
計算式：有形固定資産減価償却累計額÷有形固定資産のうち償却対象資産の帳簿原価×100

今後、管渠の健全性が低下し、2070年
頃に改築・更新のピークを迎えることが
想定されます。
管渠の標準耐用年数（50年）を過ぎて

も現在の経営状況では全ての管渠を対象
とした、改築・更新を行うことは困難な
状況です。

人口減少を見込んだ事業範囲の見直し
や、適切な維持管理及び計画的な改築・
更新を実施し、持続可能な下水道事業経
営を進める必要があるほか、昨今の維持
管理の増加に加え、長期的には改築・更
新需要に対応した適正な使用料体系の構
築が必要な状況となっています。

図：有形固定資産減価償却率（決算値）

（単位：％）

多くの公共下水道施設を有
していることから、老朽化
による維持管理や更新経費
の増加は今後も避けられな
い状況です。

図：経過年数別布設延長の推移（長寿命化計画から抜粋）
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８ 災害等への対応力を高めるための資金の確保

令和６年能登半島地震は、公共下水道施設に甚大かつ広域的な被害
を与えました。公共下水道施設が被災した場合、トイレなどの生活排
水が使用できなくなるほか、下水道管の陥没等による交通障害が発生
するなど、市民の生活や社会活動に重大な影響を及ぼします。
特にも公共下水道施設は、災害時に同等の機能を代替する手段がな

いことから、耐震化などの対策も同時に進めていく必要があります。

本市に大規模災害が発生した場合、下水道使用料収入が見込めない可能性が

あります。一方、収入が見込めない場合でも事業を継続的に運営する必要が
あります。

大規模災害時の
事業の継続的な
運営

・使用料収入（Ｒ３～Ｒ６平均）
約５．２億円／年当たり

・借入金の返済額（Ｒ３～Ｒ６平均）
約３．２億円／年当たり

災害時には被災した管渠の改修費など復旧に向けた新たな費用の発生が見

込まれます。

復旧に向けた費
用の発生

他自治体における地震災害時の管渠被災率（1～
2％）を参考に、本市の管渠被災延長を２～４㎞と
想定した場合の改修費約２～４億円

（１）災害時における下水道施設の代替性

（２）災害等への対応力を高めるための資金確保

大規模災害発生時においても継続的に事業を行うためには、想定されるリスクへの対応が可能となるよう一定程度の資金余力が必要です。

（３）目標とする資金残高

今回の使用料見直しの算定期間である令和９年度から令和１２年度の
間においては、上記（２）で検討した、大規模災害発生時における事業
の継続的な運営及び復旧に向けた新規費用に対応可能となる資金残高の
確保を目指し、次回見直しの時期である令和１２年度末までに７億円か
ら８億円の資金（現預金）残高を確保する必要があると考えています。
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（出典）：国土交通省ホームページ

図：下水道事業の現預金残高
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９ 滝沢市上下水道事業経営審議会における審議

（１）検討の経緯

（２）検討内容

（３）答申のポイント

本市の下水道事業の経営状況を踏まえ、市長は、令和７年１０月２７日付け
滝沢市上下水道事業経営審議会に対して下水道使用料の改定について検討する
よう諮問しました。
同審議会では、４回にわたる検討の結果、令和８年３月１７日付け「下水道

使用料の改定は必要である」という答申を市長に提出しています。

●下水道使用料の在り方
安全で快適な下水道サービスを持続的・安定的に提供していくために、下水道

使用料の改定は必要であると考える。
●下水道使用料を改定する場合の算定期間
令和９年度から令和１２年度までの４年間

●使用料体系／基本水量制は廃止することが適当である。
●使用料改定率／平均改定率１２％程度が適当である。
●改定時期／令和９年４月施行
●附帯意見／経営努力、不明水対策、接続率向上、わかりやすい広報、使用料妥
当性の検討に関する附帯意見

令和７年１０月２７日
市長諮問（下水道使用料の改定について）

令和７年１２月１６日
下水道使用料の改定について（必要性や改定方針について検討）

令和８年１月２８日
下水道使用料の改定について（料率の改定について４パータンから検討）

令和８年３月１７日
下水道使用料の改定について（答申案について検討）
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１０ 下水道使用料改定方針

厳しい収支見通し、施設の老朽化の状況、大規模災害への対応、受益者負担の原則及び公営企業会計の独立採算の原則の観点を

踏まえ、下水道使用料の改定は不可避であり、必要であると判断します。

本市では、おおむね４年ごとに使用料見直しの検討を行うこととしているこ

とから、次回見直しの時期（令和１２年度）までの４年間に必要となる収入
の確保に向け、経費回収率を高め、経営基盤の安定化を図ります。

経営基盤の
安定化

大規模災害発生時における事業の継続的な運営及び復旧に向けた費用に対

応 応可能となる資金残高の確保を目指し、次回見直しの時期である令和１２年
度末までに７億円から８億円の資金残高を確保します。

大規模災害
への備え

（１）下水道使用料の改定の必要性について

（３）下水道使用料改定の方針案

（２）今回の下水道使用料の改定が目指すところ

今回の使用料改定に係る算定期間を令和９
年度から令和１２年度までの４年間とし、
その間の使用料対象経費の回収率を高め、
経営基盤の安定化を図るとともに、大規模
災害への対応が可能な資金残高を確保でき
る使用料改定を目指す。

今回の改定で令和９年度～令和１２年度ま
での経営基盤の安定を図る。

改定を踏まえた滝沢市下水道事業経営戦略
の策定（計画期間：R9～R18）

次回見直し（令和１２年度予定）時には、
経営基盤の強化を見据えた検討を実施

① 平均改定率１２％増の改定を実施し、使用料算定
期間（R9～R12年度）中の安定的な事業運営を期す。

② 改定期日を令和９年４月１日とする。

③ 基本水量制は廃止する。

④ 今後も使用料等の妥当性の見直しを４年ごとに実施
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１１ 基本水量制の廃止と基本使用料等の考え方

基本水量制とは、基本使用料に一定の水量を付与することで一定水量の使用を促進し、公衆衛生
の向上・生活環境の改善を目的に全国的に導入されてきた制度で、本市ではこれまで１か月当たり
５㎥までを基本使用料の枠内に含め算定しています。

「基本水量制は、基本水量の範
囲内の使用者間の負担の公平性
の観点から課題もあることから、
漸進的に解消させていくことが
望ましい。」

現在「基本使用料分：従量使用料分＝４０：６０」となっている本市の使用料体系ごとの収入割
合について、事業運営に必要な経費の安定的な確保に向け、国では基本使用料の割合を高めること
が必要であるとしています。
本市においては、基本使用料算定に当たっての基礎となる経費（使用水量の多寡にかかわりなく

必要となる「使用者数に対応して増減する経費〔検針経費、調定事務経費等〕」及び「施設規模に
応じて固定的に必要となる経費〔資本費、電力料金の基本料金等〕」）は、使用料対象経費の約９
７％を占めています。仮にその全てを基本使用料分で賄おうとすると、基本使用料が極めて高額に
なることが想定されます。

「将来の有収水量減少に備える
ためには、基本使用料と従量使
用料からなる二部使用料制を原
則とした上で、基本使用料の割
合を、漸進的に高めていく必要
がある。」

今回の見直しでは、現行の使用料体系により一定の必要額が確保されていること、恒常的赤字
がないことなどから、基本使用料の大幅な改定や、使用量ごとの段階の抜本的な見直しは実施せ
ず、平均改定率に準じた基本使用料の改定と使用量ごとの単価の調整による見直しを実施します。

（３）汚水排除量（下水道に排出される汚水の量）について

水道水以外の水を使用しながら下水道に接続している利用者に対しては、市下水道条例及
び市下水道条例施行規程に基づき、現在、１人当たり５㎥／月を汚水排除量として認定し、
下水道使用料を算出しています。
この汚水排除量について、利用者間の負担公平性の観点から、全国的な使用水量や本市に

おける有収水量などを考慮し、今回の下水道使用料の改定が実施された場合、１人当たり７
㎥／月へと変更する予定としています。（別途、下水道条例施行規程を一部改正）

厚生労働省調査
家庭内での１人１日使用水量約２３０㍑
（約７．１３㎥/人・月）

滝沢市における１人１日当たり有収水量
（全使用者・令和２～６年度）
約７．５～７．７㎥/人・月

滝沢市における１人１日当たり有収水量
（0～50㎥使用世帯・令和２～６年度）
約６．７～６．８㎥/人・月

（１）基本水量制の廃止について

国では、少子高齢化による単身世帯の増加や、節水機器の普及・機能向上、節水意識の高まりな
どにより、基本水量に満たない世帯も増加していることから廃止の検討が必要であるとしており、
市上下水道経営審議会においても「基本水量制は廃止するべき」旨の答申が提出されています。

そのため市では、従量制へ移行となる０㎥～５㎥までの新たな使用料率への一定の配慮を行いつ
つ、基本水量制を廃止する予定としています。

（２）基本使用料に係る検討

（出典：国土交通省令和２年７月人口減少下における
維持管理時代の下水道経営のあり方検討会報告書）

（出典：国土交通省令和２年７月人口減少下における
維持管理時代の下水道経営のあり方検討会報告書）
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１２ 具体的な使用料率・体系

（１）使用料率等の改定案について

用途別 区分 水量区分 改定前(円)
《カッコ内は税込み》

改定後(円)
《カッコ内は税込み》

一般用

基本使用料 1,030(1,133.0) 1,150(1,265.0)

従量使用料
(1m3につき)

0～5m3 0 30(33.0)

6～10m3 90(99.0) 90(99.0)

11～20m3 130(143.0) 131(144.1)

21～30m3 140(154.0) 146(160.6)

31～50m3 150(165.0) 165(181.5)

51～100m3 165(181.5) 185(203.5)

101～500m3 175(192.5) 195(214.5)

501～1,000m3 185(203.5) 205(225.5)

1,001m3～ 195(214.5) 220(242.0)

浴場用

基本使用料 1,030(1,133.0) 1,150(1,265.0)

従量使用料
(1m3につき)

0～5㎥ 0
78(85.8)

6㎥～ 70(77.0)

臨時用 1m3につき 195(214.5) 220(242.0)

使用水量
区分（㎥）

件数（件） 使用水量
（㎥）

使用料
（円、税抜）

0 -          5 34,748 97,971 34,986,610 

6 -        10 37,223 297,792 48,481,880 

11 -        20 71,229 1,099,232 155,789,000 

21 -        30 38,920 959,714 133,595,800 

31 -        50 14,600 534,588 75,543,750 

51 -      100 1,904 120,266 17,824,435 

101 -      200 593 84,601 13,531,425

201 -      500 384 113,741 19,026,785 

501 -   1,000 55 38,852 6,798,770 

1,001 -   5,000 32 43,497 7,935,675 

5,001 - 10,000 0 0 0 

10,001以上 0 0 0 

合計 199,688 3,390,254 513,514,130

■基本使用料を1,150円に増額
■基本水量制を廃止し、これまで基本使用料に含まれていた0～5
㎥の従量使用料を30円(1㎥当たり)と設定
■6～10㎥は据置き、11～20㎥は1円の増( 1㎥当たり)、21～30㎥
は6円の増( 1㎥当たり)とし、対象者が多い区分(全体の73.8％)に対
しても上昇率を抑える一定の配慮を行う。
■31㎥以上の大口使用者には段階的な負担増を設定

汚水量 10㎥/月 20㎥/月 30㎥/月 500㎥/月 1,000㎥/月

現行使用料 1,628円 3,058円 4,598円 93,973円 195,723円

改定後使用料 1,925円
（297円/18.2％増）

3,366円
（308円/10.1％増）

4,972円
（374円/8.1％増）

104,577円
（10,604円/11.3％増）

217,327円
（21,604円/11.0％増）

（２）改定による影響額（税込み）

表：使用水量別下水道使用料（令和６年度）

表：下水道使用料改定案

表：改定による影響試算表

【計算例（改定後20㎥（税込み）の場合）： 1,265円 +（5㎥×33円）+（5㎥×99円）+（10㎥×144.1円）＝ 3,366円】
《基本使用料》《0~5㎥区分》《6~10㎥区分》 《11~20㎥区分》

改 定 案 の ポ イ ン ト

※使用水量ごとの影響額一覧は1９ページに掲載

１３



１３ 使用料改定後の各指標シミュレーション結果

（１）使用料収入の比較

（３）経費回収率の比較
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（２）経常損益の比較

（４）現預金残高の比較

年当たり
約6千万円
の収入の増
加が見込ま
れます。

収支は改善し、
算定期間中の
経常損益は黒
字を保つ見込
みです。

経費回収率
は増加する
ものの、使
用料算定対
象経費全て
を賄う状況
には至りま
せん。

次回見直し時
期（Ｒ12）ま
でには目標と
する７～８億
円の現預金残
高を確保でき
る見込みです。

※グラフ中の黄色に着
色された期間は今回の
使用料改定の算定対象
期間です。

図：使用料収入の見込み（使用料改定前及び改定後） 図：経常損益の見込み（使用料改定前及び改定後）

図：経費回収率の見込み（使用料改定前及び改定後） 図：現預金残高の見込み（使用料改定前及び改定後）
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１４ 使用料改定に係る参考事項

（１）近隣自治体の状況

3,058
3,366 3,377

2,860

3,806
3,214 3,162

（２）本市における近年の使用料改定

盛岡市と同程度
の使用料となり、
近隣市町の中で
も平均的な金額
になります。

市ではこれまでも社会経済情勢の変化等を踏まえ、使用料の改定を実施しています。

平成２２年６月

基本水量を
１０㎥から５㎥
へ変更

平成２４年１０月

料率改定
【２０㎥の場合】
改正前
２，３１０円

改正後
２，８１４円

平成２６年４月

消費税法の一部改
正（５％→８％）
【２０㎥の場合】
改正前
２，８１４円

改正後
２，９０１円

平成３０年４月

料率改定
【２０㎥の場合】
改正前
２，９０１円

改正後
３，００２円

令和元年１０月

消費税法の一部改
正(８％→１０％)
【２０㎥の場合】
改正前
３，００２円

改正後
３，０５８円

直近の１０年間の
使用料上昇率は、
消費税増税分も含
め、5.4％となっ
ています。

図：近隣自治体との使用料比較（（２０㎥／１か月）【税込み】）

（単位：円）

3,630

改定後の滝沢市を含む
近隣自治体平均使用料

3,345円

【基本水量制度実施状況】（実施していない自治体）盛岡市、岩手町、矢巾町及び紫波町／（実施している自治体）八幡平市（10㎥まで）及び雫石町（6㎥まで）
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滝沢市下水道条例の改正

１５ 利用者へのお知らせや改定に向けた手続など

令和７年度中に４回
にわたって行われた審
議会における調査・検
討及び答申の内容につ
いて、市ホームページ
に資料と共にてん末を
公開しています。

経営審議会における調査・検討

上下水道広報誌「ちゃぐ水だより」

市ホームページでのお知らせ

下水道事業の現況や使用料見
直しの内容などについて利用

者等へお知らせ

下水道使用料改定の内容につ
いて利用者等へお知らせ

下水道事業の現況や
使用料見直しの内容な
どについて、グラフや
写真を用いながら説明
している資料を市ＨＰ
へ掲載しています。

ちゃぐ水だより７月
１日号で特集を組み、
下水道事業の現況や使
用料見直しの内容につ
いて広報を行っていま
す。

市議会へ条例改正案を提出

令和８年滝沢市議会定例会９月会議に下水
道使用料改定のために必要となる滝沢市下水
道条例（昭和５８年滝沢村条例第１号）の改
正議案を提出する予定としています。

改定の内容（料率の変更、基本水量制の廃止、
影響額など）について、市ホームページへの掲
載（令和８年１０月以降）のほか、広報たきざ
わの紙面（令和８年１２月又は令和９年１月を
予定）でお知らせします。

市ホームページ及び広報たきざわ

リーフレット配付など

利用者への文書通知

下水道利用者へ個別に使用料改定のお知らせ
を送付します。（令和８年１２月頃を予定）

下水道使用料改定に係るリーフレットを作成し
広く配布するとともに、自治会長研修会など多く
の市民が集まる会議などで、下水道使用料の改定
に関する説明を行います。

上下水道広報誌「ちゃぐ水だより」

ちゃぐ水だより１２月１日号で特集を組み、
下水道使用料の改定の内容についてお知らせし
ます。

条例改正案が可決された場合は、
以下の方法で利用者等へ
お知らせする予定です。
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１６ 安定的で持続可能な事業経営に向けて

使用料妥当性の検討（４年おきに見直し）①

経営の効率化、合理化②

接続率向上、不明水対策の推進③

経営の透明性の確保④

広域化の推進⑤

今後も経営環境の変化
を捉えながら、安定的
で持続可能な事業経営
のため様々な取組を進
めていきます。
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１7　（参考）収益的収支推計結果（使用料改定をしない場合）

実績⇐ ⇒推計 （単位：千円）

R6(2024) R7(2025) R8(2026) R9(2027) R10(2028) R11(2029) R12(2030) R13(2031) R14(2032) R15(2033) R16(2034)

営業収益 514,333 516,481 514,940 513,247 511,435 509,530 507,547 504,611 501,618 498,576 495,491

使用料収入【Ａ】 513,514 516,481 514,940 513,247 511,435 509,530 507,547 504,611 501,618 498,576 495,491

その他 819 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

営業外収益 492,756 460,733 457,602 460,486 460,805 463,621 461,512 460,366 456,394 445,686 422,928

受取利息及び配当金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

他会計補助金【Ｂ】 228,143 208,666 203,103 203,712 201,947 202,008 198,216 194,238 187,117 174,160 173,056

長期前受金戻入 256,135 252,067 254,499 256,774 258,858 261,613 263,296 266,128 269,277 271,526 249,872

国費【Ｃ】 106,146 103,018 105,544 108,029 110,205 112,993 114,896 117,874 121,023 123,573 123,825

都道府県補助金 12,966 12,963 12,963 12,963 12,963 12,963 12,963 12,963 12,963 12,963 12,963

工事負担金 20,037 19,431 19,337 19,127 19,035 19,002 18,782 18,636 18,636 18,335 18,211

受贈 116,986 116,655 116,655 116,655 116,655 116,655 116,655 116,655 116,655 116,655 94,873

他会計繰入金・寄付・その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

その他 8,478 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

特別利益 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

経常収益合計 1,007,089 977,214 972,542 973,733 972,240 973,150 969,058 964,976 958,011 944,261 918,419

総収益合計 1,007,089 977,214 972,542 973,733 972,240 973,150 969,058 964,976 958,011 944,261 918,419

営業費用 824,290 887,136 882,176 898,747 900,825 908,738 915,502 920,793 930,110 936,345 914,549

職員給与費 16,122 23,979 23,979 23,979 23,979 23,979 23,979 23,979 23,979 23,979 23,979

動力費 8,736 8,400 8,576 8,756 8,940 9,128 9,320 9,516 9,716 9,920 10,128

修繕費 2,425 8,858 9,044 9,234 9,429 9,627 9,830 10,037 10,248 10,462 10,682

材料費及び薬品費 0 59 59 59 59 59 59 59 59 59 59

委託料 19,844 19,961 20,380 20,809 21,246 21,692 22,147 22,612 23,087 23,572 24,066

流域下水道維持管理負担金 203,529 247,265 236,781 246,130 241,499 241,710 242,237 239,908 240,737 244,183 244,647

減価償却費 506,987 509,214 513,957 520,380 526,273 533,143 538,530 545,282 552,884 554,770 531,588

資産減耗費 6,756 6,279 6,279 6,279 6,279 6,279 6,279 6,279 6,279 6,279 6,279

その他 59,891 63,121 63,121 63,121 63,121 63,121 63,121 63,121 63,121 63,121 63,121

営業外費用 59,568 55,354 55,489 57,645 58,827 60,299 62,250 65,116 67,818 70,765 73,956

支払利息 59,564 55,354 55,489 57,645 58,827 60,299 62,250 65,116 67,818 70,765 73,956

その他 4 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

特別損失 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

経常費用合計 883,858 942,490 937,665 956,392 959,652 969,037 977,752 985,909 997,928 1,007,110 988,505

総費用合計【Ｄ】 883,858 942,490 937,665 956,392 959,652 969,037 977,752 985,909 997,928 1,007,110 988,505

R6(2024) R7(2025) R8(2026) R9(2027) R10(2028) R11(2029) R12(2030) R13(2031) R14(2032) R15(2033) R16(2034)

3条経常損益 123,231 34,724 34,877 17,341 12,588 4,114 -8,693 -20,932 -39,916 -62,848 -70,086

他会計補助のうち流域下水道の建設に要する経費【Ｅ】 2,022 1,952 1,940 2,328 2,625 2,776 2,976 3,288 3,528 3,779 4,017

汚水処理に要する費用のうち公費負担分【Ｆ】＝Ｂ＋Ｃ－Ｅ 332,267 309,732 306,707 309,413 309,527 312,225 310,136 308,824 304,612 293,954 292,864

使用料対象経費【Ｇ】＝Ｄ－Ｆ 551,591 632,758 630,958 646,979 650,125 656,812 667,616 677,085 693,316 713,156 695,641

-38,077 -116,277 -116,018 -133,732 -138,690 -147,282 -160,069 -172,474 -191,698 -214,580 -200,150

使用料対象経費に対する使用料収入割合　Ａ÷Ｇ（％） 93.1% 81.6% 81.6% 79.3% 78.7% 77.6% 76.0% 74.5% 72.4% 69.9% 71.2%

726,640 802,831 796,969 811,841 813,571 820,114 826,828 832,320 841,167 847,775 828,894

使用料と使用料対象経費の差　Ｇ－Ａ

(参考)汚水処理費…経常費用から対象経費（水質規制費、水洗便所

等普及費、不明水処理費、長期前受金戻入分）を控除し算出
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使用水量
（㎥）

現行
使用料

（円：税込）

改定後
使用料

（円：税込）

差額
（円）

改定率
使用水量
（㎥）

現行
使用料

（円：税込）

改定後
使用料

（円：税込）

差額
（円）

改定率

0 1,133 1,265 132 11.7% 31 4,763 5,154 391 8.2%

1 1,133 1,298 165 14.6% 32 4,928 5,335 407 8.3%

2 1,133 1,331 198 17.5% 33 5,093 5,517 424 8.3%

3 1,133 1,364 231 20.4% 34 5,258 5,698 440 8.4%

4 1,133 1,397 264 23.3% 35 5,423 5,880 457 8.4%

5 1,133 1,430 297 26.2% 36 5,588 6,061 473 8.5%

6 1,232 1,529 297 24.1% 37 5,753 6,243 490 8.5%

7 1,331 1,628 297 22.3% 38 5,918 6,424 506 8.6%

8 1,430 1,727 297 20.8% 39 6,083 6,606 523 8.6%

9 1,529 1,826 297 19.4% 40 6,248 6,787 539 8.6%

10 1,628 1,925 297 18.2% 41 6,413 6,969 556 8.7%

11 1,771 2,069 298 16.8% 42 6,578 7,150 572 8.7%

12 1,914 2,213 299 15.6% 43 6,743 7,332 589 8.7%

13 2,057 2,357 300 14.6% 44 6,908 7,513 605 8.8%

14 2,200 2,501 301 13.7% 45 7,073 7,695 622 8.8%

15 2,343 2,646 303 12.9% 46 7,238 7,876 638 8.8%

16 2,486 2,790 304 12.2% 47 7,403 8,058 655 8.8%

17 2,629 2,934 305 11.6% 48 7,568 8,239 671 8.9%

18 2,772 3,078 306 11.0% 49 7,733 8,421 687 8.9%

19 2,915 3,222 307 10.5% 50 7,898 8,602 704 8.9%

20 3,058 3,366 308 10.1% 100 16,973 18,777 1,804 10.6%

21 3,212 3,527 315 9.8% 200 36,223 40,227 4,004 11.1%

22 3,366 3,687 321 9.5% 500 93,973 104,577 10,604 11.3%

23 3,520 3,848 328 9.3% 1,000 195,723 217,327 21,604 11.0%

24 3,674 4,008 334 9.1% 1,500 302,973 338,327 35,354 11.7%

25 3,828 4,169 341 8.9%

26 3,982 4,330 348 8.7%

27 4,136 4,490 354 8.6%

28 4,290 4,651 361 8.4%

29 4,444 4,811 367 8.3%

30 4,598 4,972 374 8.1%

１８　（参考）使用料改定による使用水量ごとの影響額一覧表

使用料改定案

■平均改定率12％(税抜き換算で、5㎥まで30円設定、10㎥まで据置き、20㎥まで1円上げ、30㎥まで6円上
げ、31㎥以上は15～25円上げ）
■基本水量制を廃止
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